
 
 
 
 
 
 

 

  職場での労働トラブルが増加し、内容も多様化しています！   
 

職場における労働トラブルは、回避したいものですが、実際には下記の報告にあるように増加し、また深刻

さを増してきています。この実態をきちんと理解しておきましょう。 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

 

● 厚生労働省は、労働関係についての個々の労働者と事業主との間の紛争を円満に解決するための「個別労
働紛争解決制度」を設け、各都道府県労働局や各労働基準所内に相談コーナーを設置しています。そこに寄せ

られた平成 23年度の「総合労働相談件数」は、前年度比で若干減少したものの 4年連続で 100万件を超えて
推移しており、高水準を維

持しています。 
 

● また、「民事上の個別労
働紛争に係る相談、助言・

指導申出件数」は、制度施

行以来増加傾向にあり、い

ずれも過去最高を記録しま

した。 
（※民事上の個別労働紛争とは、

労働条件その他労働関係に関する

事項についての個々の労働者と事

業主との間の紛争のことを指しま

す。） 
 

●  相談者は、事業主が
11.8％、労働者が 80.6％と
なっています。最近の傾向

としては、正社員からの相談が減り、非正規雇用社員が増加しています。このことは非正規雇用社員の権利意

識が高まってきているのでしょう、これら社員に対してもきちんとした労務管理が必要だと言えます。 
 

● 相談内容は、『解雇』に関する件数が減少する一方で、
『いじめ・嫌がらせ』が大幅に増加するとともに、詳細

に分類することが困難な内容が増えるなど紛争内容は多

様化しています。 
----------------------------------------------------------------------------------------------- 

 

■『いじめ・嫌がらせ』への対策が必要！ 
特に『いじめ・嫌がらせ』は、この制度による状況報

告が始まった平成 14 年度以降一貫して増加しています。
事業主として無視することができない状況になってきて

います。 
『いじめ・嫌がらせ』は、表面化しにくい非常に難し

い問題ではありますが、まず管理職を対象とした「ハラ

スメント（セクハラ・パワハラ）防止研修」から実施すると

よいでしょう。あわせて、「ハラスメント防止規程」の

作成・整備も行なってください。 
 
 

 

■ 「ハラスメント（セクハラ・パワハラ）防止研修」や「ハラスメント防止規程の作成・整備」をご検討の企業さまは、 

お気軽に上欄 発行者までご連絡ください。 
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